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Ⅰ　はじめに　
１　問題意識と課題
　世界最大の農業生産・輸出国である米国では国内生産
が常に国内需要を大きく上回る。そのため、需給均衡と
それに伴う価格・所得安定化が長い間、米国農政の最優
先課題であった。内外の環境変化に対応し米国農政は進
化し続けてきたが、その世界農業・農政へのインパクト
は大きく、常に競争相手国から注目され、時には強い反
発・批判を呼んだ。GATT・URから米国主導で進めら
れてきたWTO交渉が現在、米国農政の非改革性のため
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Summary
　　In the US, the biggest agricultural production and exporting country, the domestic production always 
exceeds the domestic demand. Under the this situation, the supply & demand balance and the price & 
income stabilization has been a long time top proritey challenge in the US. agricultural policy.
The US. agricultural policy has evolved in response to the environmental changes in and out of US, but its 
impacts on the international agriculture and policies has been so huge that sometimes it has brought about 
strong criticism from abroads.
　　The demand for the agricultural policy reform is also high domestically as well as internationally. But 
the agricultural policy reform has not made as much progress as expected. What has been hindering the U.S. 
policy reform?
　　The purpose of this paper is to examine the development and problems of the farm commodity policy 
in the US. For this purpose, such topics as follows are discussed.（1）to make a brief overview of the 
transformation process of US. agricultural policy toward the supply & demand balance and the price & 
income stabilization,（2）to contemplate the domestic and international elements affecting the  transformation 
process of US. agricultural policy,（3）to discuss the domestic elements hindering the US policy reform,（4）to 
examine the characeristics and problems of the farm commodity policy in the US.
Keyword：WTO, farm commodity policy, US. agricultural policy
膠着状態に陥っていると言われている。海外のみならず
国内からも農政改革を求める声が高いが、米国の農政改
革は思うようには進まない。その原因は何処にあるのか。
多くの批判にさらされている米国農政の正確な理解は、
主要農産物の多くを米国など海外に依存する日本の通商
交渉や今後の食糧戦略策定にとっても重要である。
　以上を念頭に置き、本稿は 米国農政、とりわけ価格・
所得支持対策（以下、経営安定と略）の展開過程と課題
を明らかにするものである。具体的課題としては、①需
給均衡、価格・所得安定化に向けて進化し続けてきた米
国農政・経営安定対策の変遷を把握する、②米国農政変
キーワード：WTO、価格・所得支持、農業政策
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遷に影響を与えてきた内部・外部要因を明らかにする、
③農政改革を阻む国内事情を探る、④経営安定対策の性
格と課題を明らかにすることをあげる。
２　先行研究の整理
　近年、米国農政に関する研究の多くは、従来の「価格
操作による需給調整・所得支持」を批判しつつ、新しい
農政の方向として、所得リスク低減型対策への転換と
WTO原則との調和による紛争回避を主張する。
　例えば、Thompson［13］は 1996 年農業法の農政改革
によってウルグアイ・ラウンド農業交渉を主導してきた
米国が2002年農業法の改革後退でその後の交渉におい
て影響力を発揮出来なくなったとし、WTO綿花裁判敗訴、
財政悪化などの厳しい状況下で作成が進められた2008
年農業法について、農政を見直せる大きな機会として捉
えるべきだとする。
　Schnepfら［10］は、とりわけWTO・SCM（補助金協定）
との関連で米国農政の脆弱性を指摘し、その回避策とも
言える固定支払いがWTO綿花裁判で「緑ではない」と
されたことに危機感を募らせる。
　一方、米国の国内助成の分類（WTOへの通知）に焦
点を当てその問題点を検討したRobertsら［15］は、米国
がDP（その前身であるPFCを含む）とCCP（価格変動
対応型支払い）（その前身である市場喪失補償を含む）
をそれぞれ緑の政策とデミニマス（de minimis：最小限
度許容助成）と分類しAMS（Aggregate Measurement 
of Support；削減対象の国内助成）から除外しているの
は議論の余地があるとし、WTOルールに則って再分類
が行われた場合、米国の国内補助は過去複数年度に渡り
AMS限度額を超えていると指摘する。
　米国農政のあり方との関連で重要な判定となったWTO
綿花裁定については、その経緯・論点に関する詳細分析
を行い米国農政の脆弱性を指摘した服部［7］と、とりわ
け大きな争点であったWTO・SCMにおける「著しい害」
（Serious Prejudice、第6条）「悪影響」（Adverse Effects、
第5条）の概念を分析した濱田［6］が注目に値する。
　国内補助のあり方について、Yeutter［4］は、1930年
代以来、農業を取り巻く環境は大きく変わったが、米国
農政は依然、過去と同じ論理で数十年前の枠組みを維持
していると批判し、所得分配型農政の所得リス低減型政
策への転換を主張する。Zulauf［2］も、農業と他部門と
の経済的均衡が達成された今日まで、所得分配的政策を
維持するのは時代錯誤的であり、農政の役割は価格操作
による所得移転ではなくリスク管理への支援にあるとし、
その具体策として提案された2008農業法のACREの意
義を評価する。
　2008年農業法で、農家はACREかCCPかの難しい選
択を迫られている。そこで［1］［3］［8］は価格連動型助
成（CCP）と収入連動型助成（ACRE）とのシミュレー
ション分析を通してそれぞれの長・短所を明らかにする。
［8］はACREのメリットとして、①所得減少と補填がよ
り正確にマッチするので、価格連動型助成の欠点である
過小補填と過剰補填（後述）への対案になる、②価格低
下と収穫損失を同時に保障するので経営安定化により有
効的である、③予算削減と高い安定性（価格連動型助成
より補償支出総額の年間変動がより小さい）、④臨時・
緊急的（Ad hoc）補助の軽減となる、などをあげる。
一方で［1］［3］は、高い政策コスト、高い機会費用、長
期的価格・所得低迷の際のリスク等（後述）を ACRE
の短所と指摘する。
　一方、今後の米国農政の制約条件として、財政赤字（もっ
とも重要な要因）、競争相手国からの圧力、環境助成拡
大を主張する環境団体や国内助成削減を主張するマスコ
ミ等の国内グループからの圧力をあげたのは［9］［11］で
ある。なお［5］［12］も、次期 2012 農業法について、①
膨らむ財政赤字でこれ以上の農業予算拡大は期待できず、
②WTO規則（特にAMS制限）が制約要因となり、③
WTO綿花裁判敗訴で米国は、WTO規定通り農政ルー
ルを是正するか、WTO承認の報復を受け入れるかの選
択を迫られているとする。
Ⅱ　米国農政・経営安定対策の変遷と構造
１　米国経営安定対策の変遷
（１）1930年代以降の米国農政の目標
　現行の米国農政・経営安定対策の骨格は1930年代大
恐慌時代に完成された。世界恐慌の影響で農産物需要減
少と価格暴落という厳しい局面を迎えた米国農業は、強
制的生産調整、短期融資制度による価格支持と公共備蓄
という「価格操作による農業保護策」を打ち出した１）。
以来、需給調整と価格所得安定化は米国農政の長年の目
標となり、価格支持・生産調整がその有力な政策手段と
なる。
　特に、1933年農業調整法（AAA）では今日に至るま
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で代表的な価格支持としての役割を果たす価格支持融資
制度（後述）が導入された。しかし、その後も、米国の
生産過剰は続き、生産調整と価格支持政策の基調は変わ
ることはなかった。
（２）1973年農業法と不足払い
　1973年農業法では、以降の米国農業保護の基本手段
となる不足払い（deficiency payment）が導入された。
不足払いは、米など主な穀物や綿花を対象に、農業再生
産を可能とする（生産費に基づく）価格水準である目標
価格と市場価格との差を補填する価格支持で、生産調整
への参加を条件とする。ただ、生産調整地における野菜・
果樹・マコモ（wild rice）の栽培は制限される（野菜・
果樹等を除く条項）。不足払いによる目標価格保証で農
業所得の維持と共に国際競争力確保（国内価格を国際市
場価格並みに安く維持）は可能になったが、国内生産過
剰で市場価格が低下し、それに伴い不足払い額は拡大し
た。しかも米国は生産過剰を輸出補助金と輸出信用保証
で解決しようとしたため、財政負担は大きく膨らんだ。
生産過剰は以降も続き、需給調整はまたも失敗に終わる
（不足払いは1996年廃止）。
（３）1996年農業法の農政改革（固定支払いへの転換）
　WTO・UR 交渉の最中、その影響を受けながら作成
された1996年農業法は米国農政史上もっとも市場志向
的と評価される農政改革である。WTOとの調和と財政
赤字解消に向けての政府役割縮小・市場志向的農業保護
を掲げたが、当時の高い農産物価格と既に輸出補助金は
大幅削減されたとの認識もあり、農業側からも大きな反
発はなかった。
　なお1996年農業法で不足払いは廃止となった。それで、
生産調整２）はなくなり、農家の栽培作物選択（不耕作
をも含む）は自由となった。一方、不足払い廃止に伴う
所得減を補うため、7 年限度の固定支払いである PFC
（production flexibility contract payments）が導入され
た。価格政策から所得政策へ転換である。
　生産に関連しないデカップリング 型所得支持としての
PFCでは、過去5年間（1991～1995年）一度でも生産制
限に参加した農家に対し、過去の生産（作付作物やその
面積）に基づき固定額の支払いが行われる（野菜・果樹
等を除く条項は維持）。ただ、財政赤字を考慮し、PFC
予算総額は以前の不足払い予算の9割程度に抑えられた。
　しかし1996年農政改革は、その後の農産物価格急落へ
の 対 応 と し て 市 場 喪 失 補 償（market loss assistance 
program）が導入されたことによって挫折する。市場喪
失補償は1998年、アジア通貨危機の影響で農産物価格低
迷が続いたため、PFCを補完する緊急措置（Ad hoc）３）
として導入された。農家に目標価格と市場価格との差を
不足払いする点では以前の不足払いと同じだが、ただ生
産調整の義務はない４）。1998年～2001年の間、穀物価格
低下が続いたため、毎年、固定支払いとほぼ同額の市場
喪失補償が支払われた（米国史上最大の支出）。財政負担
削減という当初の目標達成はさらに遠のいた。
（４）2002年農業法（2002～2007年）とCCP導入
　1990年代後半の穀物価格低迷で所得支持への要望は
より高まる。これを反映した形で、2002 年農業法は
1996年農業法の改革性から一変して保護主義的色を強
めたため、内外に大きな衝撃を与えた。国際社会からは
改革の逆戻り・後退だという、国内からは厳しい財政状
況の中での財源負担増に対する批判が相次いだ５）。
　なお、2002年には農業保護水準の引き上げとともに
主要作物を対象とするCCPが導入された。CCPは1998
年の市場喪失補償を正式に制度化したもので、目標価格
保証システムを復活させたものである（詳細は後述）。
（５）2008年農業法
　2008年農業法の成立過程では、2000年以降の深刻な
財政赤字、2002年農業法に対する内外からの反発回避
を巡り、行政と議会との対立が顕著化した。そのため、
野菜・果樹等を除く条項の撤廃、輸出信用保証（export 
credit guarantee）の修正、価格連動型助成の改革、融
資単価の引き下げなどが議論された。
しかし2008年農業法では、基準面積における野菜・果
樹等の作付けが一部地域に限って（モデル事業として）
自由化されたものの、生産基盤強化の名目で補助金対策
がさらに強化されるなど以前の保護主義的基調が維持さ
れた６）。　
　加えて、農家のリスク管理を支援するための新しい政
策枠組みとして、またCCPに代表される価格連動型助
成の弊害を是正する目的で、米国農政では初めて品目別
に一定収入を保証する収入基準補助対策・ACREが導入
された（後述）。
２　 米国の経営安定対策の構造（2008年農業法を中心に）
　2008 年農業法に基づく農業予算総額は、2008～2012
年の5年間、約3,070億ドルにのぼるが、そのうち経営
安定対策予算は約350億ドルである７）。経営安定対策は
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主に以下の４つの柱からなる。
（１） 価格支持融資制度 
（Marketing assistance loan program）
　1930年代から始まったこの制度には、主要穀物など
農産物を担保にした短期融資、融資による最低価格支持
という２つの目的がある。収穫期にCCC(政府・商品金
融公社)から融資（最大9ヶ月）を受けた農家は、融資
期間中、市場価格が融資単価（loan rate）８）を上回った
場合、農産物を市場価格で売却し、融資額と利子を返済
する（図１参照）。一方、市場価格が融資単価を下回っ
た場合は、担保をCCCに引き渡し、返済義務から免れ
ること（担保流し返済）もできる。この際、融資単価と
市場価格との差は政府が負担することになるので、融資
単価が最低価格を保証する仕組みである。融資単価は一
般的に通常の市場価格より低く、目標価格の約２/３の
水準で設定される９）。
　ところが、1980年代に入り、生産過剰と市場価格下
落で農家の担保流し返済が増え、政府在庫が急増した
（財政圧迫）。一方、国内価格は市場供給量の減少と融資
単価に支持され国際価格よりは高い水準で推移した（国
際競争力の低下）。そこで1985農業法は政府在庫の最小
化に向け融資単価の思い切った下げとともに、新たに融
資不足払い（Loan Deficiency Payments：LDP）、MLG
（Marketing Loan Gains)を導入する。短期融資・融資単
価による市場供給コントロールの終焉といえる。それに
よって、大半を占めていた担保流し返済が、2000年以
降には価格支持融資額の１～２％程度まで減少した。
　融資不足払いとは、市場価格が融資単価を下回る際、
農家は融資をえる権利を放棄する代わりに、AWP
（adjusted world price）10）またはPCP（Posted County 
Price）11）と融資単価との差を不足払いとして受け取る制
度あり、現在、価格支持融資額の圧倒的な大半を占める。
　MLGとは、融資不足払いとほぼ同じ仕組みであるが、
穀物を担保にいったん融資を得た人が、市場価格が融資
単価を下回る場合、（元本+利息ではなく）AWPまたは
PCPで返済できる制度である。融資返済後、農家は担
保穀物を引き取り市場で自由に売却出来るが、販売時の
市場価格によってはリスクも生じる。
　融資単価とPCP・AWP12）との差は返済せずに済むの
でMLGと呼ばれる。なお2000年ではMLGと類似した
CEG（certificate exchange gains）が導入された。融資
を得た人が、融資単価>市場価格の際、現金ではなく政
府の穀物証券(農家はAWPまたはPCP価格で現金で購
入)で返済できる制度である。
　以上のように、価格支持融資は実際の生産（作物・量）
に応じて支給される価格支持である。米国も黄の政策
（AMSに含まれる）としてWTOに通知している。
（２）固定直接支払い
　1996年農業法で導入されたPFCは2002年農業法で固
定直接支払いに名前が変更された。PFC・直接固定支払
い（以下、固定支払いと略）は基本的に生産に関連しな
い所得支持で、過去の基準期間中一度でも生産調整に参
加した農家を対象に、現在の栽培作物・面積ではなく、
過去の生産（作物、基準面積、単収）に応じて毎年固定
額が支払われる。ちなみに、固定支払いの受給には、過
去の基準期間中の対象品目の生産で十分であり、現在の
栽培作物の選択は非耕作を含めて自由である（ただ、野
菜・果樹等の栽培は除外）。そのため、WTO には緑と
して通知されている。
　対象品目は過去作付けされた主要穀物と綿花であり、
支払額は、基準面積の85％×基準単収 13）×固定単価に
より算出される。基準面積は３つの方法 14）で算出され
その 85％が支払い対象となる。トウモロコシ、小麦、
大豆の3品目が全基準面積の約81％（トウモロコシ４割、
小麦2割、大豆１割）を占める15）。
図１　価格支持融資制度の仕組み
注：１　 Ａの場合： 融資額と利子を返済し、農産物を市
場価格で売却。
　　２　 Ｂの場合：① 担保農産物を質流し、返済義務
から免れる（担保流しの返済）か。
　　　　　　　　　② AWP・PCP で返済を行い、融資
単価と AWP・PCP との差を MLG
として、受け取る。その後、農産
物は市場価格を自由に売却。
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（３）CCP（価格変動対応型支払い）
　2002年農業法では、1998年農業法で導入された市場喪
失補償がCCPとして制度化された。固定支払いと同様に
過去の生産に応じて支給されるCCPは、過去の基準期間
中の対象品目の生産で十分であり、現在の栽培品目とは
関係ない（ただ基準面積への野菜・果樹等の栽培は認め
られない）。過去栽培された対象品目の現在の市場価格が
目標価格16）を下回った場合、発動される17）。ただ、現在
の作付品目は過去と大きく変わらないので、事実上、1996
年廃止された不足払いの復活ともいえる18）。
　支払い額は、基準面積の85％×基準単収×単価であり、
単価は、目標価格－固定支払い－ (毎年の平均市場価格
と融資単価のうち高い方)により算出される。すなわち、
市場価格又は融資単価の高い方に固定支払いを加えた額
と目標価格との差額が単価となる。基準面積は固定支払
いと同じで、その85％が支払い対象となる（図2参照）。
　CCPは、過去栽培された対象品目の現在の市場価格
が発動基準となるので、部分的デカップリング 型対策（現
在生産とはdecoupled,現在価格とはcoupled)）といえる。
米国は現在、CCPをnon-product-specific・ de minimis（国
全体の農業生産額の5％以下の最小限度許容助成）と分
類し AMS 計算から外しているが、これに対しては、
product-specificではないかという反論もあり議論がな
されている19）。
（４） 収入変動対応型選択支払い 
（ACRE；Average Crop Revenue Election)
　2008 年農業法の最大の特徴は ACRE の導入である。
生産者はCCPとACREのうち１つだけが選択できるが、
ACRE 選択の場合、当該作物の固定支払いは 20％減、
融資単価は30％引き下げられる。そのため、米や綿花
など固定支払いの単価の高い品目ほど、打撃が大きく、
また融資単価の削減で、事実上、融資不足払いとMLG
がなくなる可能性もある。その高い機会コストのせいで、
初年度（2009年）のACRE申請は予想より少なかった
という（対象戸数の5％、対象面積の13％）20）。
　ACREはCCPと同様に主要穀物を対象に各品目別に
発動される。CCP が目標価格を保障するのに対し、
ACREは目標収入を保証する。ACREはCCPや融資不
足払いなど価格に依存する価格連動型国内助成のもつ弊
害是正目的で導入されただけに、ただの所得補償という
より収入リスク低減的性格が強い。例えば、CCPは価
格低下には有効だが、生産量減少（単収低下）で農産物
価格が上昇した場合、所得が減っても補助金支給（CCP
発動）がなくなる過少補償の可能性が、一方、単収アッ
プで価格が下落した場合、所得は増えてもCCPが発動
される過剰補償の可能性が生じる。目標収入を保証する
ACREにおいてはこのような弊害は解消できる。
　ACREは次の２つの条件が同時に満たされた場合、発
動される。まず当該作物の州単位実際収入が州の目標収
入（SAG；State ACRE guarantee）を下回るとの条件
である。収穫後確定される州単位実際収入とは、州単位
当該年単収×１年間の全国平均価格であり、SAG（収
穫前確定）は、90％×州の5年間の平均単収× 州目標
価格（過去２年間の全国平均価格）で算出される。ちな
みに、SAGは全国価格と州単収によって毎年変動するが、
その変動率は前年度の10％以下に抑制される。
　第二の条件は個別農家の収入損失（農家実際収入 <　
農家目標収入）である。農家実際収入とは、農家の単収 
× 全国平均市場価格であり、農家目標収入とは、農家
の5年間の平均単収×州目標価格　+ 作物保険料の農家
負担分、である。
　ACRE支給額は、①×②×③により算出される。①は、
SAG－州の実際収入、またはSAGの25％21）のうち少な
い方、②は、実際栽培面積の83.3％ (2009-2011年) 又は
85％（2012年）22）、③は、当該農家の5年間基準単収／
州の5年間の平均単収で、各農家の生産性を反映する仕
組みとなっている。ちなみに州単位当該年単収、農家基
準単収、直近の全国価格の動きがACREのキー要素で
あり、当該年に当地域の単収が落ちた場合、市場価格が
下落した場合、ACREは発動される。
図２　米国の主要穀物の価格・所得支持制度の概要
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　なお、ACRE の SAG は過去 2 年間の市場価格を基準
とするが、導入当初のSAGは直近2年間（2007～2008年）
の高い市場価格を基準にしたため、CCPの目標価格や
融資単価よりも相当高い（CCP目標価格より約1.6倍前
後高い）。その結果、今後短期的に市場価格が下落する
とACRE発動可能性は高くなる（短期間のリスク対策）
が、価格低迷が数年間続くと（過去２年間の全国平均価
格も低下するので）CCPより補填額が少なくなる恐れ
もある。すなわちSAGは最低保証水準を設けていない
ので時系列的な収入変動によってはいくらでも低下する
（ACREのリスク）23）。一方で、CCPや融資不足払いは長
期的・慢性的価格低迷の時期にも継続的に支給される（継
続的なリスク対策）。
Ⅲ　米国農政に対する圧力と米国農政の課題
１　国際社会からの挑戦 
　米国がウルグアイ・ラウンド農業交渉を主導できた原
動力は1996年農業法にも見られる米国の改革姿勢であっ
た。しかし2002年農業法以降、農政改革の後退が指摘
されるなか、もはや米国はWTO・ドーハ・ラウンドでの
リーダーシップ が取れなくなり24）、WTO 交渉も長い膠
着状態にある。他国に市場アクセス拡大を迫りながらも、
一方では国内補助をより強化するという米国の矛盾する
行動がWTO交渉進展の大きな障害要因となっている。
　世界市場における米国の輸出力の背景には多額の補助
金があるとし、その是正を求める競争国からの風当りも
強く、なかでも、米国農業・農政に大きな打撃を及ぼし
ているのがWTO綿花裁判である。
（１）米国農政の脆弱性を露呈したWTO綿花裁判
　2002年9月ブラジルは、米国の複数の綿花補助金が綿
花の国際価格を引き下げ、ブラジルの農民所得を減少さ
せたと主張し、WTOに提訴した。これに対しWTOはブ
ラジルの主張をほぼ受け入れ25）、①米国が緑としてWTO
に通知してきた固定支払いは農家の栽培選択に制限を設
けている（野菜・果樹等を除く条項）ので、緑ではない
とした26）上で、②国産を利用する加工業者、輸出業者に
対する差額補助である綿花ステップ２支払い（1986年農
業法で導入され、綿花のみに適用）と輸出信用保証の低
い手数料（１％上限）と本来リスクに応じて支払われる
べき手数料との差は、WTO・SCMに禁止された輸出補
助金に当たるとしその撤廃を勧告した。③加えて、価格
に依存する価格連動型国内助成（価格支持融資制度, ス
テップ２支払い, CCP等）は目標価格より相当低い価格
での販売を可能にするもので、過剰生産と輸出、世界市
場における綿花価格の引き下げを通じてブラジル農家の
利益に「著しい害」と「悪影響」を与えたと判定し、そ
の除去を勧告した。ちなみに、ブラジルは計量的分析の
裏付けを用いて、補助金と価格との負の相関関係（補助
金→生産刺激→過剰輸出→国際価格上昇阻害27）→ブラジ
ル農家の所得低下）を証明し「著しい害による悪影響」
を立証した28）。
（２）改革を迫られている米国農政（そのリスクの検討）
　WTO綿花裁判の敗訴で補助金政策の全面的な見直し
を迫られた米国は、2006年8月、綿花ステップ２支払い
と輸出信用保証の輸出補助金部分を廃止したが、その他
については、現行の2008年農業法においても、従来の
枠組をおおむね維持している。競争相手国からの提訴リ
スクは依然大きいといえる。
　特に、綿花裁定で、「著しい害による悪影響」の除去
を勧告されたCCP等の価格連動型助成は依然そのまま
維持されている。また、緑ではないと判定された固定支
払いは経営安定対策総支出の約 26％（1996～2006 年）
を占めるだけに、仮に黄と分類されれば、米国が約束し
たAMS制限額遵守が難しくなる29）。
　さらに、新設された ACRE も、現在の生産面積と市
場価格と連動するため、黄と分類（product-specific 
support）、AMSに含まれるであろう。そうなった場合、
黄の市場歪曲性質から、WTO・SCM（著しい害による
悪影響）に抵触する恐れがある。加えて、AMS制限遵
守も負担となる30）。
　AMSをめぐっては、各国の解釈の不一致やWTOへ
の誠実な通知義務の不移行などの問題31）はあるものの、
2000年以来、191億ドルで維持されている米国のAMS
限度額は今後143億ドル、さらには76億ドルまで引き下
げられる可能性もあり（2008年12月、ドーハ・ラウンド・
モダリティー修正案）、状況は一層厳しくなる32）。
　以上のように、WTOへの提訴リスクは経営安定対策
の全域にわたり、また綿花以外の作物にも及ぶ33）。特に
脆弱なのは、販売収入に対する助成金の割合 34）が高い
米や綿花などの穀物といえる。これにどう対応するかが
米国農政にとって大きな課題となっている。
２　農政改革を求める国内圧力と補助金依存型の米国農業
　厳しい財政状況のなか、「過去、小農中心であった米
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国農業は大規模化が進み、農業と他部門との経済的均衡
はすでに達成され、1996年以来、農家所得が非農家所
得を常に上回り 35）、その結果1990年以来、離農率も劇
的に減少している、これ以上のセーフティネットは要ら
ない」36）など、所得分配的農政に対する批判も根強い。
このような国内圧力は米国農政をより予算節約的方向に
向かわせている。
　たが、米国農政改革、とりわけ国内助成削減はなかな
か進まない。その背景にあるのは、農家所得が大きく向
上したとはいえ、補助金なしでは成り立たない米国農業
の体質である。品目別総所得（販売収入+補助金）と生
産コストの関係を示す図３からは、全ての穀物生産にお
いて販売収入だけでは生産コストもまかなえないという
実態が浮び上がる。ちなみに、生産コストに対する販売
収入割合は大豆91%、米70%、綿花63%、小麦61%、ソ
ルガム47%に留まっている。
　さらに、生産額に占める補助金の割合と収益性を示し
た表１からは、補助金なしでは全ての品目生産が赤字で
あることが分かる（特にコメと綿花の補助金依存度が高
い）。
　大半の農業経営の大半の作物生産が補助金無しでは経
済的持続可能性がないという状況のなか、農業との癒着
を深めてきた米国政治 37）が積極的に補助金削減に乗り
出すことは容易ではない。世界最大農業国農政が直面し
ている大きなジレンマである。
３　むすび：米国農政・経営安定対策の方向性と性格
　1930年代以来、米国農政の「価格支持による需給均衡」
はことごとく失敗し、生産過剰は長年米国農政の大きな
重荷であり続けた。1980年代以降、財政圧迫とWTO推
進という内外の環境変化に対応する形で米国農政は徐々
に市場志向的な進化を続け、1996年農業法では価格支
持縮小と生産と連携しないデカップリング 型所得支持
による需給調整へと舵を切った。その結果、過去の生産
に応じて支給されるCCP、固定支払いが経営安定対策
の根幹をなすようにまでなった。ちなみに、米国農業政
策の方向・性格は、①WTOルールへの意識、②予算節
約的手法への転換、③生産と連携しない所得支持手法へ
のシフト、とまとめられる。
　ただ、「補助金依存の農業体質」「農業と政治との癒着」
という国内事情から、米国の農政改革が思うように進ま
ない。その遅い改革（消極的な国内助成削減）が国内の
みならず、国際社会、とりわけWTOの場において厳し
い挑戦・攻撃を招いている。米国農政がこれらにどう対
処するか、米国国内のみならず国際社会が強い関心を持っ
て注目している。
図３　主要農産物の生産コストと総所得
　　　（販売収入+補助金）
　　　　　資料：参考文献［10］ｐ26～27。
WTO 時代における米国農政の展開と課題 ─  金
表１　穀物生産における補助金と純収益
　　資料：参考文献［10］ p.43
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　以上見てきた米国農政の変遷と試行錯誤は、政府主導
の価格支持・生産調整による需給調整が如何に困難であ
るかを物語る。市場機能による需給調整とWTOルール
への意識は、米国のみならず、長年にわたりコメ需給調
整に苦労してきた日本も留意すべき点であると思われる。
注
 1）［2］p.1。
 2）96年以前の生産調整率、平均5～15％。
 3）緊急的措置として毎年、議会承認が必要。
 4） そのため青ではない。米国はこれをデミニマスとし
てWTOに通知した。
 5）［13］pp.5～8。
 6） これについて［11］は、①「野菜・果樹等を除く条項」
が大きな修正なしで維持された、②価格連動型助成
から起因する「著しい害」「悪影響」の除去に向け
ての努力がなされてないと、議会を批判する。
 7） 目的別予算額は、栄養対策（既存の Food Stamp 
Program を含む）2,090 億、環境保全対策 250 億、
作物保険を含むその他が380億ドルである。
 8） CCCから融資を受ける時の単価のことで、2002年
以降、農業法で定められている。
 9）服部［7］p.96。
10）調整世界価格；コメと綿花に適用。
11） 郡公示価格；AWPを地域次元で表わしたもので、
コメ、綿花以外の作物に適用。
12） PCP・AWPについては、USDAが在庫管理コスト
最小化や過去30日間の市場価格などをベースに穀
物別に毎日（又は毎週、毎月）公表する。
13） 1996年農業法における基準単収で、1985年水準。
14） 次のいずれかを農家が選択；① 1996 年農業法の
PFC基準面積（1995年以前の5年間の平均栽培面積）
（24％の農家が選択）、②油糧種子の場合は、1996
年農業法のPFC基準面積+油糧種子の1998～2001
年間の平均栽培面積（35％の農家が選択）、③（全
ての品目）1998～2001 年間の平均栽培面積（41％
が選択）。
15） Jim Monke［14］p.19。
16） 年毎、おおむね生産費に基づき作物ごとに設定さ
れる。
17） 例えば、基準年（過去）に小麦を作付けしていた
農地（基準面積）に、今年は大豆を生産したとす
ると、CCPと固定支払いについては（過去栽培さ
れた）小麦の現在の市場価格に基づいて支給額が
算定される。一方、融資不足払い等の価格支持融
資制度と後述のACREの場合は、大豆の市場価格
に基づいて支給額が算定される。
18） しかも、以前の不足払いとは違って生産制限条件
もない。それで、服部［7］はこれを「新たな不足払
い」「黄の不足払い」と呼ぶ（p.117）。
19） CCPがproduct-specificと分類されれば、de minimis
条件が満たせなくなり、AMSに含まれることとなる 
（［15］pp.28～30）。
20） ［1］pp.22～25。
21） 作物保険のカバー率は一般的に75％であるので、2
重支給の防止のため25％のみが対象となる。
22） ただ、総受給面積は基準面積を上回ることはでき
ない。
23） ［3］は、政治がこの状況に我慢できるかを危惧する
（pp.12～13）。
24） ［13］pp.3～5。
25） 2005年3月、WTO・紛争処理機構は上級委員会（AB）
及びパネル報告書を採択した。
26） ただ、黄の可能性を示唆しただけで、黄への分類も、
それを勧告したわけでもない。
27） 国際価格が、補助金のない場合に上昇していたは
ずであるが上昇しない、または、価格が上昇して
いるが補助金がない場合に比べて上昇幅が小さい
状態をいう。
28） ［6］pp.15～44。
29） 固定支払いが AMS に含まれると、1998～2001 年 , 
2006年において、AMS制限が守れない（［11］p.21）。
30） ACREを仮に1996～2006年間に適用すると、AMS
制限が守れない。そのため、大統領の拒否権が発
動された経緯もある。
31） 米国の最近の AMS 通知額は 2008 年度分の 62.549
億ドルであった。
32） ［3］pp.15～16。
33） 2007年1月、カナダも、米国のトウモロコシ助成を
問題視、米国との両者協議を要求した。
34） 1996 ～2005年の10年間平均；米72％、綿花58％、
ソルガム45%、小麦34％、トウモロコシ25%（［10］
pp.24～27）。
35） 2007年、全米平均所得67,600ドルに対し、農家一
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戸当りの年間所得は88,912ドルである。
36） ［4］pp.3～5、［2］pp.1～3。
37） Thompsonは4大品目団体（砂糖，酪農，綿花，米）
の政治献金額と農業補助金との正の相関関係を指摘
し、農業と政治との癒着が農政改革の大きな障害要
因だとする（［13］p.4）。
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